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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定
に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付
する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略し
ております。

第82期定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

●　連結計算書類
　「連結注記表」

●　計算書類
　「個別注記表」

（2024年３月１日から2025年２月28日まで）
株式会社三陽商会
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連結注記表

連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の数及び連結子会社の名称

　子会社３社のうち、次の２社を連結子会社としております。
上海三陽時装商貿有限公司　エコアルフ・ジャパン㈱

⑵　非連結子会社の名称等
　非連結子会社は、㈱サンヨーソーイングの１社であります。

連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用した非連結子会社は次の１社であります。
㈱サンヨーソーイング

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、エコアルフ・ジャパン㈱については、連結子会社の決算日と連結決算日は一致してお
ります。また、上海三陽時装商貿有限公司については、決算日が連結決算日と異なっており、連結決算日の
財務情報を使用して連結決算を行っております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

(ｲ)　有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

市場価格のない株式等…………………移動平均法による原価法
(ﾛ)　デリバティブ………………………………時価法
(ﾊ)　棚卸資産

　商品及び製品、仕掛品並びに貯蔵品は先入先出法による原価法により、原材料は最終仕入原価法によ
る原価法によっております。
　なお、連結貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。
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⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
(ｲ)　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備は除く）並
びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
　また、海外連結子会社は定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　建物及び構築物　　　　６～50年

(ﾛ)　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　また、当社及び国内連結子会社における耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準
によっております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　商標権　　　　　　　　　　 10年
　ソフトウェア（自社利用分）　5年

(ﾊ)　リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑶　重要な引当金の計上基準
(ｲ)　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に対処するため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(ﾛ)　賞与引当金
　従業員賞与の支給に対処して実支給見込額を基準として計上しております。

(ﾊ)　役員賞与引当金
　役員賞与の支給に対処して当連結会計年度における支給見込み額に基づき計上しております。

⑷　重要な収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下の
とおりであります。
　商品及び製品の販売……………当社及び連結子会社は、衣料品等の販売を行っております。商品及び製

品の販売においては、商品及び製品を顧客に引き渡す履行義務を負って
おり、商品及び製品を顧客に引き渡した時点で収益を認識しておりま
す。なお、EC・通販における販売については商品及び製品の支配が顧
客に移転するまでの期間が通常の期間であるため、出荷時点で収益を認
識しております。
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⑸　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。
　なお、海外連結子会社の資産及び負債、収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

⑹　重要なヘッジ会計の方法
(ｲ)　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。
　なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しておりま
す。

(ﾛ)　ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段……………………為替予約取引
　ヘッジ対象……………………外貨建営業債務

(ﾊ)　ヘッジ方針
　内部規程で定めるリスク管理方法に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。

(ﾆ)　ヘッジの有効性評価の方法
　ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して、有効性の判断を行っており
ます。ただし、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産または負債に関する重要な条件が同一である場合は、ヘ
ッジの有効性評価を省略しております。

⑺　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　退職給付に係る計上基準
　確定拠出年金制度及び退職一時金制度を採用しており、確定拠出年金制度については、要拠出額をも
って費用処理を行っております。
　また、退職一時金制度は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己
都合要支給額を退職給付債務とする簡便法を適用しております。
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（未適用の会計基準等）
１．法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等

・「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日　企業会計
基準委員会）

・「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号　2022年10月28日　企業会計基準委員会）
・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日　企業会計

基準委員会）

⑴　概要
　2018年２月に企業会計基準第28号「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等（以下「企業会計
基準第28号等」）が公表され、日本公認会計士協会における税効果会計に関する実務指針の企業会計基準
委員会への移管が完了されましたが、その審議の過程で、次の２つの論点について、企業会計基準第28号
等の公表後に改めて検討を行うこととされていたものが、審議され、公表されたものであります。

・ 税金費用の計上区分（その他の包括利益に対する課税）
・ グループ法人税制が適用される場合の子会社株式等（子会社株式又は関連会社株式）の売却に係る

税効果

⑵　適用予定日
　2026年２月期の期首から適用する予定であります。

⑶　当該会計基準等の適用による影響
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用による連結計算書類に与える影響額につい
ては、現時点で評価中であります。
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２．リースに関する会計基準等
・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）
・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基

準委員会）等

⑴　概要
　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手
の全てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計
基準を踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とする
ものの、IFRS第16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、
簡素で利便性が高く、かつ、IFRS第16号の定めを個別計算書類に用いても、基本的に修正が不要となる
ことを目指したリース会計基準等が公表されました。
　借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースが
ファイナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて
使用権資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用さ
れます。

⑵　適用予定日
　2029年２月期の期首から適用する予定であります。

⑶　当該会計基準等の適用による影響
　「リースに関する会計基準」等の適用による連結計算書類に与える影響額については、現時点で評価中
であります。
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当連結会計年度
商品及び製品 9,070
棚卸資産評価損 87

（会計上の見積りに関する注記）
１．棚卸資産の評価

⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
（単位：百万円）

（注）売上原価には棚卸資産評価損又は棚卸資産の評価損の洗替による戻入額（△）が含まれておりま
す。

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　商品及び製品の連結貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しており、
当連結会計年度末の正味売却価額が帳簿価額を下回る場合は、帳簿価額を切り下げて連結貸借対照表価額
としております。
 　当社は、主として商品及び製品を暦年ごとに「春夏商品」と「秋冬商品」各々に半年単位で販売期
（暦年とシーズン）を設定し、その販売及び管理を行っております。
　当社は、複数のブランドの商品及び製品を保有しておりますが、シーズン経過による陳腐化や気候変動
による値下げ販売に起因する収益性の低下にブランド毎の重要な相違はないとの前提で、過去の滞留在庫
の販売実績を基礎に見積もった全ブランド統一の販売期毎の評価率によって、規則的にその取得価額を減
額することで正味売却価額を算定しております。
　正味売却価額の算定に用いる販売期毎の評価率については、市場環境、商品及び製品の販売期、販売価
格の値引きの実態、商品及び製品の販売可能性等を考慮すると共に、過去の原価割れ販売実績及び廃棄実
績に基づき見直しの要否を毎期検討しております。
　当該正味売却価額及び仮定について、市場環境の変化等により見直しが必要となった場合、翌連結会計
年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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当連結会計年度
繰延税金資産（繰延税金負債と相殺前） 1,188

１. 有形固定資産の減価償却累計額 3,475百万円

再評価を行った年月日 2001年12月31日

２．繰延税金資産の回収可能性
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　繰延税金資産は、税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異のうち将来にわたり税金負担額を軽減する
ことが認められる範囲内で認識しております。
　繰延税金資産の回収可能性の判断は、将来減算一時差異のスケジューリング、収益力に基づく将来の課
税所得及びタックス・プランニング等に基づいており、このうち収益力に基づく将来の課税所得の見積り
には、将来の売上高の増加、インベントリーコントロールによる仕入及び棚卸資産の圧縮やプロパー販売
の徹底による粗利益率の向上といった仮定を織り込んでおります。
　将来の課税所得の金額は、今後の市場全体の消費動向や、商品調達に関する環境等の将来の不確実な経
済状況の変動によって影響を受ける可能性があり、実際の課税所得の金額が見積りと異なった場合には、
回収可能であると判断される繰延税金資産の金額が変動し、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響
を及ぼす可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）

２. 「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき事業用の土地の再評価を行
い、当該評価差額のうち法人税その他の利益に関連する金額を課税標準とする税金に相当する金額である
繰延税金負債を負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額金として純資産の
部に計上しております。
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税
法（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する
ために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて奥行価格補正等合理的な調整を行
って算出しております。
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建物及び構築物 2,548百万円
土地 4,072
その他 13
計 6,634

　流動負債「その他」のうち契約負債の残高 113百万円

売上原価 △3百万円

場所 用途 種類 金額(百万円)

　東京都他 　店舗
　建物及び構築物
　敷金及び保証金
　その他

47
64
48

３．借入金等に対する担保資産
　下記資産について、取引銀行との借入（5,000百万円）に対しての根抵当権の担保に供しております。

　上記の他に、金融機関とのL/C開設に対して、現金及び預金600百万円を担保に供しております。

4．契約負債

（連結損益計算書に関する注記）
１．通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

２．減損損失
　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を認識しました。

　当社グループは、事業用資産については基本的に管理会計上の区分を考慮して、一部の共用資産を除
き、主に店舗別にグルーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごと、賃貸資産については物
件ごとにグルーピングを行っております。
　営業活動から生じる損失が継続している店舗並びに閉鎖の意思決定をした店舗及び事務所に係る資産を
回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(160百万円)として特別損失に計上しております。
　なお、回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定しており、正味売却価額は処分見込額
等合理的な見積りにより評価し、使用価値については将来キャッシュ・フローに基づき算定しております
が、割引前将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、割引率の記載を省略しております。

３．ライセンス契約終了による損失
ライセンス契約終了に伴うIP商材の廃棄処理を目的とした費用であります。
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１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数
　　　普　通　株　式 12,622,934株

配当金の総額 1,026百万円
１株当たり配当額 88円
基準日 2024年２月29日
効力発生日 2024年５月30日

配当金の総額 1,376百万円
１株当たり配当額 129円
基準日 2025年２月28日
効力発生日 2025年５月30日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
　　2024年５月29日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

３．基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　　2025年５月29日開催の定時株主総会において次のとおり提案する予定であります。

－ 9 －
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資産運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に銀行借
入による方針です。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行
いません。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に業務上の関係を
有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、６ヶ月以内の支払期日であります。また、その一部には外貨建
てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。借入金の使途は、運転資金及び設備投資資金で
あり、償還日は最長で決算日後６年９ヶ月であります。
　デリバティブ取引は、将来の為替変動によるリスク回避を目的としており、リスクヘッジ以外のデリバ
ティブ取引は行わない方針であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方
針、ヘッジの有効性評価の方法等については、「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に
関する注記）４．会計方針に関する事項　⑹重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
(ｲ)　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは与信管理規程に従い、取引先相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況
等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

(ﾛ)　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社グループは外貨建ての営業債務について原則として為替予約を利用してヘッジしております。

(ﾊ)　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各部署からの報告に基づき経理財務統轄本部が適時に資金計画を作成・更新すると
ともに、手許流動性を継続して維持することにより、流動性リスクを管理しております。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価額が変動することもあります。
　また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等につきまし
ては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

－ 10 －
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連結貸借対照表計上額 時価 差額

　⑴　投資有価証券

　　　　その他有価証券 5,869 5,869 －
　⑵　長期借入金

（１年内返済予定の長期借入金
を含む）

（6,930） （6,912） △17

　⑶　デリバティブ取引（＊2） 0 0 －

２．金融商品の時価等に関する事項
　2025年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額428百万円）は、「その他有価証券」に含まれ
ておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、支払手形及び買掛金は短期間で決済され
るため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）

（＊1）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（＊2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る項目については（　）で表示しております。

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ
ベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される
当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうちレベル１のインプット以外の時価
の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

－ 11 －
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券

株式 5,869 － － 5,869
デリバティブ取引 － 0 － 0

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内返
済予定の長期借入金を
含む）

－ 6,912 － 6,912

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）
　長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基
に、割引現在価値法により算定しております。また、変動金利による長期借入金の時価については、
短期間で市場金利を反映し、借入に際して信用スプレッドに大きな変化がないため、当該帳簿価額に
よっておりますが、レベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引
　デリバティブ取引の時価は、為替レート等の観察可能なインプットを用いて算定しており、レベル
２の時価に分類しております。

－ 12 －
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売上高（百万円） 構成比（％）

ファッション関連事業

百貨店 39,109 64.6
直営店 3,553 5.9
ＥＣ・通販 8,205 13.6
アウトレット 7,280 12.0
その他 2,378 3.9

顧客との契約から生じる収益 60,526 100.0
その他の収益 － －

外部顧客への売上高 60,526 100.0

当連結会計年度
契約負債（期首残高） 162百万円
契約負債（期末残高） 113百万円

１．１株当たり純資産額 3,681円79銭
２．１株当たり当期純利益 351円48銭

（収益認識に関する注記）
１．収益の分解情報

　主たる収益の分解は販売チャネル別で記載しており、内容は以下のとおりであります。

２．収益を理解するための基礎となる情報
　「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）４．会計方針に関する事項　⑷　
重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当該連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益金額を理解するための情報

　契約負債は主に顧客への販売に伴って付与する自社ポイントであり、連結貸借対照表上、流動負債「そ
の他」に含まれております。
　なお、当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれている金額に重要
性はありません。

（１株当たり情報に関する注記）

－ 13 －
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券
①　子会社株式及び関連会社株式……………移動平均法による原価法
②　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

市場価格のない株式等…………………移動平均法による原価法
⑵　デリバティブ…………………………………時価法
⑶　棚卸資産
　商品及び製品、仕掛品並びに貯蔵品は先入先出法による原価法により、原材料は最終仕入原価法による
原価法によっております。
　なお、貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備は除く）並び
に2016年4月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　建物　　　　　　　　６～50年
　工具、器具及び備品　３～20年

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　また、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。なお、主な耐用
年数は次のとおりであります。
　商標権　　　　　　　　　　　10年
　ソフトウェア（自社利用分）　５年

⑶　リース資産
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

－ 14 －
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３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に対処するため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金
　従業員賞与の支給に対処して実支給見込額を基準として計上しております。

⑶　役員賞与引当金
　役員賞与の支給に対処して当事業年度における支給見込み額に基づき計上しております。

⑷　退職給付引当金
　確定拠出年金制度及び退職一時金制度を採用しており、確定拠出年金制度については、要拠出額をもっ
て費用処理を行っております。
　また、退職一時金制度は、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要
支給額を退職給付債務とする簡便法を適用しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準
　当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりでありま
す。
　商品及び製品の販売………………当社は、衣料品等の販売を行っております。商品及び製品の販売にお

いては、商品及び製品を顧客に引き渡す履行義務を負っており、商品
及び製品を顧客に引き渡した時点で収益を認識しております。なお、
EC・通販における販売については商品及び製品の支配が顧客に移転
するまでの期間が通常の期間であるため、出荷時点で収益を認識して
おります。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。

－ 15 －
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６．ヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しております。
　なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段……………………………………為替予約取引
　ヘッジ対象……………………………………外貨建営業債務

⑶　ヘッジ方針
　内部規程で定めるリスク管理方法に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。

⑷　ヘッジの有効性評価の方法
　ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して、有効性の判断を行っておりま
す。ただし、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産または負債に関する重要な条件が同一である場合は、ヘッジ
の有効性評価を省略しております。

－ 16 －
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当事業年度
商品及び製品 9,070
棚卸資産評価損 87

当事業年度
繰延税金資産（繰延税金負債と相殺前） 1,188

（会計上の見積りに関する注記）
１．棚卸資産の評価
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

（注）売上原価には棚卸資産評価損又は棚卸資産の評価損の洗替による戻入額（△）が含まれておりま
す。

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　(1)の金額の算出方法は、連結注記表「（会計上の見積りに関する注記）　１．棚卸資産の評価」の内
容と同一であります。

２．繰延税金資産の回収可能性
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　(1)の金額の算出方法は、連結注記表「（会計上の見積りに関する注記）　２．繰延税金資産の回収可
能性」の内容と同一であります。
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１. 有形固定資産の減価償却累計額 3,473百万円

再評価を行った年月日 2001年12月31日
３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
　短期金銭債権 36百万円
　長期金銭債権 32百万円
　短期金銭債務 13百万円

建物 2,510百万円
構築物 38
土地 4,072
その他 13
計 6,634

　流動負債「その他」のうち契約負債残高 113百万円

（貸借対照表に関する注記）

２. 「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき事業用の土地の再評価を行
い、当該評価差額のうち法人税その他の利益に関連する金額を課税標準とする税金に相当する金額である
繰延税金負債を負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額金として純資産の
部に計上しております。

　　同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税
法（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する
ために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて奥行価格補正等合理的な調整を行
って算出しております。

４．借入金等に対する担保資産
　下記資産について、取引銀行との借入（5,000百万円）に対しての根抵当権の担保に供しております。

　上記の他に、金融機関とのL/C開設に対して、現金及び預金600百万円を担保に供しております。
５．契約負債
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　仕入高 26百万円
　営業取引以外の取引高 0百万円

売上原価 △3百万円

場所 用途 種類 金額(百万円)

　東京都他 　店舗
　建物
　敷金及び保証金
　その他

47
64
48

　普　通　株　式 1,953,281株

（損益計算書に関する注記）
１．関係会社との取引高

２．通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

３．減損損失
　当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を認識しました。

　当社は、事業用資産については基本的に管理会計上の区分を考慮して、一部の共用資産を除き、主に店
舗別にグルーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごと、賃貸資産については物件ごとにグ
ルーピングを行っております。
　営業活動から生じる損失が継続している店舗並びに閉鎖の意思決定をした店舗及び事務所に係る資産を
回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(160百万円)として特別損失に計上しております。
　なお、回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定しており、正味売却価額は処分見込額
等合理的な見積りにより評価し、使用価値については将来キャッシュ・フローに基づき算定しております
が、割引前将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、割引率の記載を省略しております。

４．ライセンス契約終了による損失
ライセンス契約終了に伴うIP商材の廃棄処理を目的とした費用であります。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の数
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　貸倒引当金繰入超過額 3百万円
　賞与引当金繰入超過額 118百万円
　役員賞与引当金繰入超過額 3百万円
　退職給付引当金繰入超過額 84百万円
　返金負債 1百万円
　棚卸資産評価損否認額 26百万円
　減価償却超過額 0百万円
　減損損失否認額 211百万円
　繰延資産償却超過額 108百万円
　投資有価証券評価損否認額 1百万円
　関係会社株式評価損否認額 920百万円
　繰越欠損金 5,987百万円
　その他 422百万円
　繰延税金資産小計 7,890百万円
　評価性引当額 △6,701百万円
　繰延税金資産合計 1,188百万円
　繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金
　その他

△1,604百万円
△2百万円

　繰延税金負債合計 △1,606百万円
　繰延税金負債の純額 △418百万円

　繰延税金負債
　土地再評価に係る繰延税金負債 △540百万円
　計 △540百万円
　繰延税金負債の純額 △540百万円

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　繰延税金資産

上記のほか、「再評価に係る繰延税金負債」として計上している土地の再評価に係る
繰延税金負債の内訳は次のとおりであります。
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種 類
会 社 等 の
名 称 又 は
氏 名

議決権等の所有
（被所有）割合
（ ％ ）

関連当事者
と の 関 係

取 引
内 容

取 引 金 額
( 百 万 円 ) 科 目 期 末 残 高

( 百 万 円 )

主要株主 八木通商㈱
（被所有）
直接
15.00%

製品等の仕
入れ

ロイヤリテ
ィの支払

製品等の仕
入れ 2,307 買掛金 285

ロイヤリテ
ィの支払 720 前払費用 660

１．１株当たり純資産額 3,681円90銭
２．１株当たり当期純利益 347円79銭

（関連当事者との取引に関する注記）
親会社及び法人主要株主等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
　取引条件等は個別の交渉により決定しております。

（収益認識に関する注記）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「（収益認識に関する注
記）」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）
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